
 
 

２０２６年度 神奈川大学海外招聘研究員募集要項 
 
 
 「神奈川大学海外招聘研究員規程」（以下「規程」という。）に基づき、本学の国際的な

教育研究活動の進展に寄与すると認められる研究者等を海外の大学又は研究機関等から招

聘することができます。 
 招聘を希望する学部又は研究科は、下記の要領をご確認のうえ、必要な手続きを行って

ください。 
記 

 
１．招聘対象者（規程第 3 条） 

海外招聘研究員は、海外に居住する者で、次の各号のいずれかの要件を満たすものと

する。ただし、本学の在籍者及び教育職員を退職した者は除く。 
 

（１）海外の教育機関、研究機関、行政機関、企業等を本務とする者で、教育研究上又は

実務上の優れた業績を有するもの 
（２）専門とする分野において、顕著な業績及び学識を有し、広く社会で認められている者 
 
※次の 2 種類に区分して、取り扱う。（規程第 2 条） 

A．学内経費をもって招聘する者 
B．招聘に伴い経費が不要な場合 

  ア 本務機関の研究休暇等を利用するなど、学内経費を要せず招聘する者 
イ 独立行政法人日本学術振興会の事業その他公的研究費等外部資金による事業に

伴い招聘する者 
 
２．招聘身分（称号） 
  次のいずれかの身分（称号）で招聘することができる。ただし、（２）については、

審査委員会の判断により決定する。 
 
（１）海外招聘研究員 
（２）海外招聘研究員（海外招聘客員教授） 

特に卓越した教育研究に関する業績があり、学部、研究科においてその教育研究

指導が特に必要と認められる者、又は国際的な賞を受ける等の卓越した研究業績

を持ち、当該分野で指導的立場にある者は、海外招聘客員教授の称号を与えるこ

とができる。（規程 12 条） 
 
３．招聘予定人数 

A．学内経費をもって招聘する者  
全学部及び全研究科で、11 名以内とし、審査委員会の判断による（ただし、予算

の範囲内とする）。 
B．招聘に伴い経費が不要な場合 
   人数制限なし 

  
４．招聘期間 

A．学内経費をもって招聘する者 
   年度をまたがない、1 か月以内 
B．招聘に伴い経費が不要な場合 

任意の期間（特定の事業に伴い招聘する者は、その事業期間内） 
  
 
 
 
 



 
 
 
５．招聘経費（A．学内経費をもって招聘する者のみ） 
（１）旅費 

学校法人神奈川大学旅費規程及び関連規程の定めに基づき、海外居住地の最寄空港

から本学まで（羽田空港又は成田空港を経由して各キャンパスまで）の往復の交通

費を支給する。 
国内での活動に要する旅費は、支給しない。  

 
（２）滞在費 
   日額 18,000 円（源泉税込）を支給する（宿泊費を含む。ただし、本学が宿泊先を

提供する場合には、その相当額は支給しない）。 
 
６．申請方法 
（１）申請手続 

A．学内経費をもって招聘する者 
・ 招聘を希望する学部又は研究科において、教授会又は研究科委員会で審議承認し

たうえで、以下のグループにて取りまとめて申請をしてください。なお、複数の

グループに所属する研究科がある場合には、10 月研究科委員会、11 月教授会で

審議承認し、学部を軸に以下のグループにて、取りまとめて申請をしてくださ

い。 
・ 教授会・研究科委員会における審議の方法は、各組織体で適切に定めてください

（例えば、出席者数の 3 分の 2 以上の賛成を得ること等）。 
・ グループにおいて複数名招聘を希望する場合には、優先順位を付して申請してく 

ださい。 
 
≪申請グループ≫ 
① 法学部・法学研究科 
② 経済学部・経済学研究科 
③ 経営学部・経営学研究科 
④ 外国語学部・人文学研究科 
⑤ 国際日本学部・人文学研究科・歴史民俗資料学研究科 
⑥ 人間科学部・人間科学研究科 
⑦ 理学部・理学研究科 
⑧ 工学部・工学研究科 
⑨ 建築学部・工学研究科 
⑩ 化学生命学部・理学研究科・工学研究科 
⑪ 情報学部・理学研究科・工学研究科 

 
 
B．招聘に伴い経費が不要な場合 
・ 招聘を希望する学部又は研究科において、教授会又は研究科委員会で審議承認   

したうえで、申請してください。 
 
（２）申請書類 

① 海外招聘研究員推薦書（申請書）（様式 1） 
② 海外招聘研究員調書（様式 2） 
③ 業績書（任意様式） 
 

 
 
 
 
 
 



 
 
（３）申請期日 

A．学内経費をもって招聘する者  
2025 年 11 月 14 日（金）15 時 厳守 

B．招聘に伴い経費が不要な場合  
随時 
※中・長期滞在の場合に必要である在留資格認定証明書交付申請の関係上、来

日の 6ヵ月前までの申請のご協力をお願いいたします。直前の申請となると

入国が遅れる場合がございますのでご留意ください。 
 
（４）提出先 

 各学部・研究科で取りまとめのうえ、研究推進部へ提出 
研究推進部メールアドレス research-support@kanagawa-u.ac.jp 

 
（５）申請条件 

・ 滞在期間中に学部又は研究科主催の講演会を 1 回以上実施すること（講演料は

支給しない）。 
・ 義務となる 1 回分の講演については、講演料を支払うことはできない。 
・ 2 回目以降については、規程第 11 条第 2 項により支払うことができることとす

る（源泉税必要）が、金額については本学の謝金のガイドライン別表 5 による

ものとする。 
 
公開講演会の場合(ホームページで告知し内外の者が参加できる):3 万円/2 時間程度 
授業内での講演会の場合(履修者に限り参加できる):1 万円/2 時間程度 

 
７．審査・決定方法 
（１）候補者の決定（審査） 

提出された申請書に基づき、学長の下で審査委員会を設置し審査を行い、候補者を

決定する。審査委員会は、総合学術研究推進委員会とする。 
 

（２）招聘者の審議 
候補者について、評議会又は大学院委員会にて審議承認する。 
 

（３）招聘者の決定 
理事会において決定する。 

 
８．スケジュール 
（１）申請期日 

A．学内経費をもって招聘する者  
2025 年 11 月 14 日（金）15 時 厳守  

B．招聘に伴い経費が不要な場合  
随時（機関決定のため２～３か月を要する場合がある） 

 
（２）審査期間 

A．学内経費をもって招聘する者 
 2025 年 11 月下旬～12 月中旬 

B．招聘に伴い経費が不要な場合 
 随時（機関決定のため２～３か月を要する場合がある） 

 
（３）決定予定日 

A．学内経費をもって招聘する者  
2025 年 12 月下旬 

B．招聘に伴い経費が不要な場合  
随時（機関決定のため２～３か月を要する場合がある） 



 
 
９．招聘期間の変更 
理事会承認後に招聘期間の変更を希望する場合は、以下のとおり取り扱う。 

（１）対象 
A．学内経費をもって招聘する者、B．招聘に伴い経費が不要な場合 
 

（２）手続き等 
A．学内経費をもって招聘する者 
・ 年度内での招聘期間変更を認める。ただし、年度をまたぐ日程での招聘は不可

とする。 
・ 招聘期間について次年度への変更を希望する場合は、当年度の 10 月末までに申

請者が学部長または研究科委員長に申し出ることとし、11 月教授会または研究 

科委員会にて審議のうえ、総合学術研究推進委員会、評議会又は大学院委員 

会、常務理事会を経て、理事会に諮ることとする。 
・ なお、教授会又は研究科委員会での審議において、複数の希望がある場合に

は、学部又は研究科で優先順位を付して申請してください。 
 

B．招聘に伴い経費が不要な場合 
ア 本務機関の研究休暇等を利用するなど、学内経費を要せず招聘する者 
・ 随時（教授会又は研究科委員会にてとりまとめのうえ、総合学術研究推進委員

会、評議会又は大学院委員会、常務理事会を経て、理事会へ報告することとす

る） 
 

イ 独立行政法人日本学術振興会の事業その他公的研究費等外部資金による事業に伴

い招聘する者 
・ 随時（独立行政法人日本学術振興会又はその他公的研究費等外部資金の配分機

関のルールに沿って変更手続きを行う。教授会又は研究科委員会にてとりまと

めのうえ、総合学術研究推進委員会、評議会又は大学院委員会、常務理事会を

経て、理事会へ報告することとする） 
 
１０．招聘手続き・その他 
（１） 担当教員は、招聘に係る手続き（在留資格認定証明書交付申請を含む）、招聘者と

の連絡調整、滞在中の支援等を担当する。 
（２） 来日前に海外招聘研究員自身が海外旅行傷害保険等に加入する。 
（３） 来日中の海外招聘研究員としての活動に係る経費は支給しない。ただし、招聘学部

又は研究科に配分された予算を使用することはできる。この場合であっても、海外

招聘研究員に対し、給与は支給することはできない。 
（４） 担当教員は、招聘終了後 1 ヵ月以内に所定の報告書を研究推進部へ提出する。 
（５） 海外招聘研究員 A と B を継続して申請することはできない。 

 
以 上 

 
 

（発信：研究推進部）  


